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地域の未来を支える人材育成
~新大学構想への期待~

文部科学省高等教育局専門教育課

企画官 星 幹崇

2026.6.27
地域の明日を創る新大学

～地域が必要とする大学を目指して～
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みなさん、質問です。

✓ 少子化が叫ばれているのに、大学を作っても大丈夫でし
ょうか？

✓ 大学が閉校になるというニュースを聞きましたが、どんな
大学を作れば、学生が集まる大学になるのでしょうか？
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少子化が進行しているのに、大学を作って本当に大丈夫？
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✓ 4月23日開催の財政制度等審議会において、財務省は「2040年までに少なくとも、250校程度
大学数の縮減が必要」と主張。



少子化が進行しているのに、大学を作って本当に大丈夫？
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✓ 規模の適正化は必要だが、産業構造の変化に対応した理工・デジタル系人材の育成強化や人
社系学部のダウンサイジング等による教育の「質」の向上に加え、地域を支える人材と高等教育
へのアクセスの確保を併せて実現することが重要。



どんな大学を作ったらいいの？

✓ 2026.2月に「今後10年間で全国に約1万5000人いる事務職員を最大
5000人減らす。人工知能（AI）活用で社内業務を効率化し、事務職の
仕事の多くを不要にする。」と報道。

✓ 余剰人員は解雇せず、法人営業向けの情報収集や分析、資産運用部門に
再配置する。スキルの変化に適応するためのリスキリング（学び直し）も支
援する。

みずほFG 今後10年間で最大5000名の事務職員削減

日経新聞調査(2025.11)
「AIで5年後に社内人員をどれだけ補えるとみているか」

✓ 主要企業100社超調査。
✓ TOPPANホールディングスなど

2社が「4割台」、日本生命保
険など6社が「3割台」と回答。

冨山和彦著「日本経済AI成長戦略」（文芸春秋社 2026.1）

✓ AI時代の「ボス力」
•本質的な問いを立てる力（問題設定力）
•人とAIを使いこなす構成力・指示力（コミュニケーション力による意味づけ、
アウトプット整理力）
•意思決定する力（判断力＝頭、決断力＝腹）
•意思決定の責任を取る力（リスク選考と覚悟）

✓ 知的「スマイルカーブ」現象
•超上流：
「ボス稼業」答えがない中で長
期方針や基本方針を決める

•中 流：
情報の伝達・整理

•最下流：
「現場エキスパート」リアルな現
場での行動・意思決定

（図の出典）https://forbesjapan.com/articles/detail/77236（図の出典）https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC198KZ0Z10C25A9000000/

高専卒業生への期待の高さ=就職率100%

✓ 就職希望者の就職率は、本科、専攻科卒業生ともにほぼ100%。
✓ 求人倍率は20倍を超えるほどの人気。
（参考）2026年3月卒業予定である大学生・大学院生の「大卒求人倍率」1.66倍

（リクルートワークス研究所）

（図の出典）国立高等専門学校機構概要2025年度版
https://www.kosen-k.go.jp/wp/wp-content/uploads/2025/07/kosengaiyo2025.pdf

大学等で理工系を専攻すると、理工系以外を専攻した者より
年収水準が高い傾向
✓ 独立行政法人経済産業研究所「理系出身者と文系出身者の年収比較-

JHPS・データに基づく分析結果-」(2011年)
文系卒の平均年収:660万円 理系卒の平均年収:702万円

✓ 女性においても同様の傾向あり

（出典）令和４年度文部科学省委託調査「女性理工系進学者等をめぐる状況調査」

大学等で理工系を
専攻した女性

大学等で理工系以
外を専攻した女性
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学歴別 高卒
(普通科)

高卒
(工業科)

高専卒
大卒・院卒
理系

大卒・院卒
文系

2040年
需給ミスマッチ 32万人 -91万人 -15万人 -124万人 76万人

2040年需要数/供給数 778万人/810万人 538万人/448万人 77万人/62万人 899万人/775万人 1549万人/1625万人

2022年就業者数 899万人 534万人 64万人 689万人 1678万人

職種別 専門職 うち
AI・ロボット等
利活用人材

事務職 現場人材
うち

生産工程従事者

2040年
需給ミスマッチ -181万人 -339万人 437万人 -260万人 -206万人

2040年需要数/供給数 1867万人/1686万人 782万人/443万人 1039万人/1476万人 3283万人/3023万人 731万人/525万人

2022年就業者数 1288万人 236万人 1455万人 3637万人 835万人

※総合科学技術・イノベーション会議
「Society5.0の実現に向けた教育・人材政策パッケージ」（令和4年6月）

※経済産業省 産業構造審議会
経済産業政策新機軸部会（令和8年3月5日）
「2040年の就業構造推計（改訂版）について」より

理系学部定員の少なさとジェンダーギャップ

職業間・学歴間のミスマッチ

いま日本で起きていること・・・
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地域ブロック
関東

(一都三県)
近畿 中部 中国 四国 北海道 東北 九州

関東
(一都三県以外)

ミスマッチ数 193万人 7万人 16万人 3万人 -6万人 -41万人 -53万人 -31万人 -89万人

その他
事務職

専門職 現場人材
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大卒・院卒文系

高卒(普通科)

大卒・院卒理系

高卒(工業科)

高専卒

（注）学歴分類は、学校基本調査上の学部学科コードを元に分類（「院卒」には修士卒・博士卒を含む）。また、学歴分類は主要な項目のみ掲載しているため、上表のミスマッチ数の合計はゼロにならない。地域ブロックは、経済産業局所管区域に沿って設定。
なお、関東は一都三県/一都三県以外で二分し、沖縄県は九州に統合して集計。

関東
(一都三県)

近畿 中部 中国 四国 九州 東北 北海道 関東
(一都三県以外)

ミスマッチ
数 110万人 22万人 17万人 6万人 1万人 -3万人 -11万人 -13万人 -21万人

関東
(一都三県)

近畿 中部 中国 四国 九州 東北 北海道 関東
(一都三県以外)

ミスマッチ
数 -24万人 -39万人 -24万人 -12万人 -7万人 -31万人 -27万人 -15万人 -49万人

地域別ミスマッチの学歴内訳（大卒・院卒文系等）

（注）職業分類は令和４年就業構造基本調査で用いた職業分類（総務省） による。 「専門職」は、専門的・技術的職業従事者を指す。うち「AI・ロボット等の利活用を担う人材」は、機械技術者やその他の情報処理通信技術者等の職種を集計。また、「現場人材」は、
生産工程従事者、建設・採掘従事者、サービス職業従事者等の職種を集計。地域ブロックは、経済産業局所管区域に沿って設定。なお、関東は一都三県/一都三県以外で二分し、沖縄県は九州に統合して集計。

地域別就業構造推計（地域別ミスマッチ × 職種内訳）

余剰

不足

地域別就業構造推計（地域別ミスマッチ × 学歴内訳）

地域別ミスマッチの学歴内訳（大卒・院卒理系等）
余剰

不足

（万人） （万人）

※経済産業省 産業構造審議会
経済産業政策新機軸部会（令和8年3月5日）
「2040年の就業構造推計（改訂版）について」より

地域単位でも同じ現象が起きている・・・
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千 （計算式）
（県外からの大学進学者数 － 県内高校から県外への大学進学者数）

※大学進学者数には過年度卒業者等を含む。

（千人）

大学進学時の都道府県別流入・流出者数

流入超過
他県からの進学者数

の方が多い

流出超過
他県への進学者数
の方が多い

流入超過：９都府県
東京都、京都府、大阪府、愛知県、福岡県、神奈川県、宮城県、
石川県、滋賀県

流出超過：38道県

三重県は若者流出県、流入県？

✓ 三重県は若者流出県
→三重県の流出者数と愛
知県の流入者数はほぼ
同じ

✓ どのように県内に若者を定
着させるか？

✓ 大学を作るだけで良いのか？
卒業後の就職先は？
→大学づくりと合わせたまち
づくりも必要では？
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高校教育改革基金
を都道府県に造成（※）

２,９５０億円
※安定財源を確保した上で、
新たな交付金等を創設

成長分野転換基金に
２００億円追加
既存分と合わせて

約１,０００億円で推進

①徹底した高校教育改革

（ⅰ）デジタル化による理数の学びへの潜在的な関心を活かし、理数を
中心に学ぶ生徒を確保。
（例：コンピュータグラフィクスには行列やベクトルの理解が不可欠で生徒の潜在的関心は高い）

（ⅱ）地域の社会や経済を担うアドバンスト・エッセンシャルワーカーの
育成のため、工業、農業等の専門高校の機能強化を支援。

（ⅲ）地方の生徒はもとより誰一人取り残さず、全国どこにいても多様で
質の高い学びを保障するため、地域のアクセス・多様な学びを確保。

②大学教育の構造改革

（ⅰ）大都市の私立大学の理工農・デジタル分野の重視、人文・社会
科学系学部の入学定員のダウンサイジングによるST比(学生教員数

比率)の改善や理数分野併修を通じた教育の質の向上

（ⅱ）公立の高専(高等専門学校)の設置を促進し、地域のインフラを支
える人材を育成

（ⅲ）知事と学長が人材需要を共有し、地域企業の支援や大都市
大学との連携などにより地域に不可欠な医療や福祉、産業、イン
フラ分野等の人材を育成し、地域の高等教育へのアクセスの確
保方策を協議・実行（高校・大学間連携も含めた取組を推進
する「地域構想推進プラットフォーム」の構築）
※これらの取組において、ポスドク・助教等の活用、リ・スキリング、博士課程の充実など国立大学が全面的に支援

国の方向性 高校・大学を通じた大転換
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高校・大学を通じた文理分断構造の改革

「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）」(2026.2.13)
2040年の社会。AIが様々な情報を処理する時代において、覚えた知識がどれだけ多いか、それを速く正確に
答えられるかといったことが教育現場や社会で評価される基準であるだろうか。むしろ、多様な個性や能力を生か
して、「自ら問いを立てる力」「他者とともに価値を創り出す力」を身に付けているか、そういったことこそが評価され
るのではないか。
もとより、どのような進路を選択するかは各個人の判断に委ねられるものであるが、多くの生徒が普通科文系を
選択する背景として、生徒のみならず保護者や社会の間に「高校はとにかく普通科」「特定の科目だけ重点的
に学び有名大学の文系に行けば生涯安泰」「将来就きたい職業や学びたいことより、とにかく入れる大学」などと
いった意識が仮にあるとすれば、15年後の未来はそうした前提が崩れている可能性が大きい。すなわち、生成
AIの飛躍的進化の中で、多くの職種において、理数・デジタル的な素養が不十分な人材は求められなくなること
が各方面から指摘されている中で、普通科文系の進路が必ずしも安心とは言えなくなってきている。また、理系
出身者の方が文系出身者より所得が高くなる傾向があるとのデータ(※)もある。
(※)独立行政法人経済産業研究所「理系出身者と文系出身者の年収比較-JHPS・データに基づく分析結果-」(2011年)

文系卒の平均年収:660万円 理系卒の平均年収:702万円

「（第７期）科学技術・イノベーション基本計画」(2026.3.27閣議決定)
2040年に向けた18歳人口の急減や、デジタル社会における価値創出にとって理数の学びが必須となっている
状況に直ちに対応すべく、高校教育改革とも連動した形で、我が国の研究力強化と将来の社会・産業構造の
変化への対応に向け、(3)の視点も踏まえつつ、大学の機能強化や地域における質の高い高等教育へのアクセ
ス確保、再編・統合を含めた大学の規模の適正化に向けた総合的な施策を、第７期基本計画期間を第Ⅰ
期として推進する。
具体的には、2040年の社会・就業構造を踏まえ、各地域において人口減少下で地域を支える人材の需要
を共有し、地域の医療、福祉、産業、インフラ等を支える人材を育成している大学が持続可能となるための重
点支援を行うとともに、首都圏・大都市圏の大学の理工・デジタル分野への展開等による文理分断からの脱却
を強力に推進することで、日本全体の大学の分野、地域のリバランスを実現する。また、経営体力がある段階で
の円滑な撤退への支援や、私立大学から公立大学への安易な転換が起こらないよう、留意すべき事項等の明
確化、地域の社会や産業の実情に応じた社会人を含めた学びを可能とする施策の展開等の取組を総合的に
推進する。

高校教育改革基金
を都道府県に造成（※）

２,９５０億円
※安定財源を確保した上で、
新たな交付金等を創設

成長分野転換基金に
２００億円追加
既存分と合わせて

約１,０００億円で推進
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2040年を見据えた実効的なプラットフォームの構築

〇大学進学者数の大幅減
（約63万人(2024)→約46万人(2040)）

⇒各地域の高等教育へのアクセス
や、地域産業や社会・生活の基盤
に大きな影響のおそれ

地方大学への進学

インターンシップ受入、

奨学金返還支援 等

探究学習への

協力 等

○地域の人材需給や産業界のニーズ等
を踏まえた、高校改革と連動した大学
改革（教育組織・カリキュラム改革等）

○地元企業や大学のリソース等の
結集による地域の新産業創出

○地域アクセス確保のための大学
間の教育研究連携の一層の促進○高校段階からの地域の高等教育機関へ

の接続強化や、自治体等による就職支援
等を通じた地域への人材定着の強化

大学
短大
高専等

労・言等
地域関係者

地域のアクセス確保・
人材育成等の在り方・
取組を議論・推進

県
市町村
担当部署

※教委含む

産業界
金融機関

コーディネーター配置

【地域構想推進プラットフォームと取組展開例】

地域構想推進プラットフォーム

〇各地域の高等教育を取り巻く課題、将来の人材需要、国公私
立大学等が果たす役割等について地域全体で認識共有

〇各地域の高等教育へのアクセス確保や地方創生のため、各地
域の高等教育機関を中心とした実効的な産学官金等連携によ
る人材育成の取組促進

⇒各地域の「知の総和」向上に向けた取組を強力に支援

※その他、地域大学振興の観点から、都市・地方間の大学等間連携
による人材交流・循環の促進に関する取組（国内留学等）も展開 12

「地域構想推進プラットフォーム」の構築 （イメージ）
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答え（私の考え）

✓ 少子化が叫ばれているのに、大学を作っても大丈夫でし
ょうか？

→ 地域が必要とする人材が何かを地域全体で考え、それ
を実現するための大学であれば、作っても良いのです。
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みなさん、質問です。

✓ 少子化が叫ばれているのに、大学を作っても大丈夫でし
ょうか？

✓ 大学が閉校になるというニュースを聞きましたが、どんな
大学を作れば、学生が集まる大学になるのでしょうか？



大学・高専機能強化支援事業（成長分野転換基金）

●少子高齢化に加え、2040年には、生産年齢人口の減少による働き手不足により、我が国の社会・産業構造の大きな変化

が見込まれる一方で、今後求められる理系人材を輩出する理系学部の定員が未だ少ない状況。

●また、日本成長戦略本部において、「未来成長分野に挑戦する人材育成のための大学改革、高専等の職業教育充実」に

ついて検討課題とされており、半導体等の重点分野に関する人材育成を迅速に取り組む必要。

●さらに、成長分野における即戦力となる人材育成を行う高専について、公立高専の新設の動きもある状況。

現状・課題

支援内容

①「成長分野転換枠」（継続分） 学部再編等に必要な経費20億円程度まで

・産業界との連携を実施する場合に助成率を引き上げ

②「大規模文理横断転換枠」（新設） 大規模大学を含め、文理横断の学部再編等を対象にした支援枠を新設し、必要な経費40億円程度まで

・施設設備等の上限額を引き上げるとともに、支援対象経費に「新設理系学部の教員人件費」、「土地取得費」等を追加
・大学院の設置・拡充、産業界との連携を実施する場合に助成率を引き上げ
・文系学部の定員減を要件化、既存の文系学部の教育の質の向上に向け、ダブルメジャーを導入するなど高度なレベルの文理融合教育を実施する場合も支援対象
・教育課程や入学者選抜における工夫、高校改革を行う自治体、DXハイスクール・SSHとの継続的な連携等について確認を実施

○支援対象（①、②共通）：公私立の大学の学部・学科（理工農の学位分野が対象） ※原則８年以内（最長10年）支援、令和14年度まで受付

期待される効果
大規模大学の学部再編等も契機にしつつ、我が国の大学等の文理分断からの脱却を含む成長分野への組織転換を図ることで、社会・産業構造の
変化に対応できる人材を育成・輩出し、一人一人の豊かさや我が国の国際競争力の向上、新たな価値の創造等に資する

将来の社会・産業構造変化を見据え、大規模大学を含めて、成長分野への学部等転換・重点分野の人材育成を一層強力に推進

大学・高専

文部科学省

(独)大学改革支援・学位授
与機構（NIAD-QE）

助成金交付

【事業スキーム】

基金造成

令和7年度補正予算額 200億円

※令和4年度第2次補正予算額 3,002億円

（担当：高等教育局専門教育課）

＜2040年の産業構造・就業構造推計＞

（1）学部再編等による特定成長分野（デジタル・グリーン等）への転換等（支援１）

（2）高度情報専門人材の確保に向けた機能強化（支援２）

これまでの高度情報専門人材の育成に加え、AI、半導体、量子、造船、バイオ、航空等の経済成長の実現に資する重点分野に係る

高専等の学科・コースの設置等に伴う体制強化に必要となる施設・設備整備費、教員人件費等10億円程度まで

○支援対象：国公私立の大学（大学院段階）・高専 ※最長10年支援、令和10年度まで受付

※情報系分野の高専新設・転換の場合、上限額を20億円程度まで引き上げ

執行プロセスの見直しも実施
• 構想段階から大学との対話・伴走支援を実施
• 申請の事前段階から個別の構想の熟度を高め、より質や実現可能性の
高い取組構想を厳選

15



※学部名称は大学のウェブサイトより（名称未定のものは、基金申請時の名称を使用）

麗澤大学
工学部（R6）

北星学園大学
情報科学部（R9）

成長分野転換基金の主な取組事例

下関市立大学
データサイエンス学部（R6）

大妻女子大学
データサイエンス学部（R7）

安田女子大学
理工学部（R7）

桃山学院大学
工学部（R8）

広島修道大学
農学部（R9）

：デジタル分野

：その他分野

：工学分野

※（）書きは開設（予定）年度

：学内初の理系学部

〇 本基金では、これまでに計261件の取組を選定し、約２万人の理系定員の増に寄与してきた。

○ 選定大学は、全国各地に分布しており、産業界を含む社会のニーズを踏まえ、不足が見込まれる地域のデジタル・グリーン等の
特定成長分野における人材育成に貢献している。なお、選定された取組のうち、主な取組事例は以下のとおり。

愛知淑徳大学
建築学部（R7）

藤田医科大学
医療科学部（R9）

静岡県立大学
食総合科学部（R11）

：高専等

旭川高専
AI・デジタル情報工学科

ロボット・システムデザイン工学科
（R8）

滋賀県立高専
（R10）

松山大学
情報学部（R7）

熊本県立大学
半導体学部（R9）
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成長分野転換基金の具体的取組（デジタル分野）

〇大妻女子大学 データサイエンス学部（R7開設）

#ポイント
✓東日本の女子大で初のデータサイエンス学部
✓大学として初の理系学部

（内容）

・ 統計・情報に加え、経済・経営も体系的に学び

企業の中でデータとビジネスを結びつける人材を育成

・ 実社会が抱える課題を発見・解決する力を身に付け、

自立して学び働き続けることができる女性の育成を目標

取組例① 取組例②

取組例④取組例③

〇北星学園大学 情報科学部
（R9開設予定）

#ポイント
✓道内の文系私大で初の理系学部
✓大学として初の理系学部

（内容）

・ 大手半導体工場の北海道進出を契機としたデジタル人

材の育成・確保

・ 人文・社会科学の「知」 と自然科学の「知」の融合による

「総合知」 を創出・活用できる人材を育成

〇下関市立大学 データサイエンス学部（R6開設）

#ポイント
✓開学以来の新学部
（1962年以来の開学以来、62年ぶり）

✓大学として初の理系学部

（内容）

・ ビジネス分野又はヘルスケア分野のデータの分析を学び、

実社会で活躍するための実践的な知識を修得

・ 社会や組織が抱える課題の解決や新たな価値の創造に

貢献しうる人材を養成

〇松山大学 情報学部（R7開設）

#ポイント
✓約20年ぶりの新学部
✓高度IT人材及びDX推進
人材を輩出

（内容）

・ 「情報学」を「情報システム分野」「メディア

デザイン分野」２つの側面から自由に学べ

る分野横断型カリキュラムで、興味関心に

あわせて専門性を高め、人材を育成
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成長分野転換基金の具体的取組（工学分野）

取組例① 取組例②

取組例④

〇安田女子大学 理工学部（R7開設）

#ポイント
✓全国初の女子大理工学部

✓実践的な学びを促進するため
「地域連携センター」を設置

（内容）

・ 自然界の物質や現象の原理・法則を追究する「理学」と、その知識を

もとに実用的な課題の解決に応用する「工学」の力を併せ持った、持

続可能な社会の発展を目指す女性人材を養成

〇麗澤大学 工学部（R6開設）

#ポイント
✓大学として初の理系学部

✓デザイン思考とデジタル技術・工学
知識の活用による課題解決

（内容）

・ AI・IoT・ロボティクスなど最先端のデジタル技術やソフトウェア工学

の知識を、演習やPBL（課題発見解決型学習）などの実践的な形

式で身につけ、企業や社会の課題解決に貢献する人材を育成

〇桃山学院大学 工学部（R8開設予定）

#ポイント
✓大学として初の理系学部

✓大阪南エリアに初めての私大工学部

（内容）

・ 成長分野に関する専門性と地域の課題解決に貢献できる力を併せ

持ち、ロボットやドローンなどに関する技術を活用できるメカトロニク

ス人材を養成

取組例③

〇愛知淑徳大学 建築学部（R7開設）

#ポイント

✓家政・芸術・工学の要素を活かした
女性の理工系分野の人材育成
✓建築を総合科学として捉えた、
多角的な視点での人材育成

（内容）

・ 建築、インテリア、まちづくりなどにおける実社会の諸課題の解決や、より

豊かで質の高い生活の創生に貢献する人材を養成
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成長分野転換基金の具体的取組（その他分野）

取組例① 取組例②

〇藤田医科大学 医療科学部
（R9開設予定）

#ポイント

✓大学として初の「医工学」の視
点を取り入れた学部

✓世界最先端の工学技術を
医療分野に展開

（内容）

・ 令和９年度に医療科学部医工共創

学科を新設予定

・ 医療科学を基盤にヒトを理解し、工

学・情報科学を用いて新たな社会的

価値をチームで創造できる人材を育

成

〇静岡県立大学 食総合科学部
（R11開設予定）

#ポイント

✓東海・北陸地方の国公立大学
で唯一の管理栄養士養成課程
を再編

✓持続可能な食システムと地域・
地球環境の両立

（内容）

・ 「食」を総合的に捉え、食を基盤に将来

の循環型社会や健康長寿の食環境づく

りへの道筋を牽引することができる高度

専門人材を養成

取組例③

〇広島修道大学農学部（R9開設予

定）

#ポイント

✓広島県の大学で初の農学部

✓大学として初の理系学部

（内容）

・ 女子生徒に対し、SDGsを実践する新し

い食や農、文理融合分野に目を向けて

もらいつつ、持続可能な資源環境の実

現及び持続的な食糧供給産業創出の

ための研究開発と社会実装を担うグリー

ンイノベーション人材を養成
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成長分野転換基金による熊本県立大学への支援

○ 学部学科名：半導体学部半導体学科

○ 開設時期：令和９年４月（令和８年３月設置認可申請予定）

○ 入学定員：60名（総合管理学部から60名定員を移行）

○ 学位の名称：学士（半導体学）

○ 申請概要：
半導体関連企業の集積が進む熊本において、県内関連企業の協力のもと、半導体に関する知識と技術
ならびに半導体に関わる様々な分野についての横断的な知識を修得し、半導体の力で地域社会・国際社
会双方の社会課題の解決や発展に貢献できる人材の育成を目指す。

＜履修モデル＞

＃ ポイント

✓ 日本初の半導体学部 ✓ 大学として初の理系学部

半導体の設計力と製造プロセスの基礎を一通り
修得し、段階的に知識・技術を深化させるカリ
キュラムを編成。

○ 支援額：約７億円
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日本成長戦略の全体像（2026.4.22 日本成長戦略会議（第４回）資料１）
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各地方ブロック別の戦略産業クラスター計画の素案（概要）

22

2026.5.18 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第３回）資料４）



中部地域における戦略産業クラスター計画の素案
2026.5.18 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第３回）参考資料１）
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中部地域における戦略産業クラスター計画の素案
2026.5.18 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第３回）参考資料１）
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国内投資マップ（三重県）
2026.5.18 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第３回）参考資料２）
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26

答え（私の考え）

✓ 大学が閉校になるというニュースを聞きましたが、どんな
大学を作れば、学生が集まる大学になるのでしょうか？

→ 地域構想推進プラットフォームの仕組みも活用しつつ、
三重県、四日市市が持続的な成長を続けるために、どの
ような産業を振興し、そのための人材育成をどう行うかべ
きか、みなさんでしっかり話し合いましょう。

→ その際、三重大学が持つ様々なシーズとどう連携・役割
分担をするのかを共に考えていきましょう。



プレゼンテーション表紙サンプル （スライドサイズ 4：3 25.4 x 19.05cm）

ご清聴ありがとうございました

※本日の発表、発言は個人の見解に基づくものであり、所属組織を代表するものではありません。


